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第１ 章　 島し ょ 保健医療圏の保健医療体制の推進

第１ 節　 健康づく り と 保健医療体制の推進

１ 　 生涯を 通じ た健康づく り の推進

（ １ ）　 糖尿病・ メ タ ボリ ッ ク シンド ロームの予防

【 現状と 課題】

◇　 糖尿病・ メ タ ボリ ッ ク シンド ローム

　 糖尿病は、 初期には自覚症状が乏し く 、 未治療や治療中断が問題と なっ ています。 糖尿病

になり 血糖値が高い状態が持続すると 、 心筋梗塞や脳卒中のリ スク が高まるほか、 糖尿病性

腎症による透析、 糖尿病網膜症による失明、 血管障害、 末梢神経障害・ 壊疽など深刻な合併

症につながるおそれがあり ます。

　 東京都における 糖尿病有病者の割合は、 平成29年から 令和元年までのデータ では、 40歳

から 74歳までの男性20.0％、 女性5.7 ％、 糖尿病予備群の割合は40歳から 74歳までの男性

14.1 ％、 女性17 .7％と なっ ています。 島し ょ 圏域においては、 国保データ ベースにおける

各町村の有病率を みると 糖尿病が上位に入っ ており 、 今後、 高齢化が進むこ と により 、 患者

の増加が予想さ れます。 糖尿病の予防、 早期発見・ 早期治療及び治療継続により 重症化防止

を図る必要があり ます。

　 メ タ ボリ ッ ク シンド ローム（ 内臓脂肪症候群） は、 内臓に脂肪が蓄積し た肥満（ 内臓脂肪

型肥満） に、 高血糖、 高血圧、 脂質異常のう ちいずれか二つ以上が重複し た状態をいい、 放

置すると 、 心筋梗塞・ 脳梗塞・ 糖尿病等の発症や重症化を 引き 起こ す可能性が高いと さ れて

います。

　 東京都における メ タ ボリ ッ ク シン ド ロ ーム該当者の割合を みる と、 令和３ 年度は40歳か

ら 74歳までの男性23.0 ％、 女性6.1 ％、 メ タ ボリ ッ ク シン ド ローム予備群の割合は40歳か

ら 74歳までの男性18.3％、 女性5.5％と なっ ています。 男性５ 人に２ 人がメ タ ボリ ッ ク シン

ド ロームの該当者又は予備群と なっ ており 、 生活習慣病の発症・ 重症化を 予防する取組が必

要です。

◇　 特定健康診査・ 特定保健指導の実施

　 メ タ ボリ ッ ク シンド ローム該当者・ 予備群を 早期に把握し、 生活習慣病のリ スク がある人

に対し て、 保健指導により 疾病の発症予防を目指すため、 特定健康診査・ 特定保健指導の実

施が医療保険者に義務づけら れています。

　 東京都における 特定健康診査の実施率は、 令和４ 年度は43.1 ％と なっ ています。 島し ょ

圏域では、 町村国民健康保険における令和４ 年度特定健康診査実施率は、 高い町村では東京

都平均を 上回っ ているも のの、 低い町村では25.3％と 大き く 下回っ ています。

　 東京都の特定保健指導実施率（ 終了者割合） については令和４ 年度は13.7％と なっ てい

ます。 島し ょ 圏域では、 町村国民健康保険における特定保健指導の実施率（ 終了者割合） は

14 .3％、 低い町村で0％、 高い町村で25 .9％、 ４ 町村では10％未満です。
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　 引き 続き 、 特定健康診査の受診率を 向上し 、 特定保健指導については、 質を 確保し つつ、

実施率の引き 上げにつながるよう 実施方法等の工夫が必要です。

【 施策展開の基本方針】

○ 　 糖尿病・ メ タ ボリ ッ ク シンド ロ ーム予防に関する島民の理解促進を 図り 、 特定健康診

査・ 特定保健指導の実施率の向上につなげます。

○　 町村や医療保険者等が行う 発症予防や重症化予防の取組を推進し ます。

○　 糖尿病合併症の減少を目指し 、 治療継続に向けた支援を実施し ます。

【 今後の取組】

１ 　 特定健康診査・ 特定保健指導の実施率向上のための取組の充実

２ 　 生活習慣の改善に関する普及啓発と 取組の充実

【 指標】

指標名 現状（ R ４ 年度） 目標値

特定健診実施率 39 .8％ 向上さ せる

特定保健指導実施率（ 終了者割合） 14 .3％ 向上さ せる

〈 関係機関等の取組〉

町 村

・ 特定健康診査・ 特定保健指導の実施率の向上を 図り ます。

・ 生活習慣病について住民に周知を 行います。

・ 未治療の糖尿病患者を 医療に結びつけら れるよう 努力し ます。

・ 糖尿病性腎症重症化予防に取り 組みます。

学 校 ・ 児童・ 生徒に対し て健康的な生活習慣について教育を 行います。

医療機関
・ 生活習慣病やその改善に関する情報を提供し ます。

・ 糖尿病患者の治療継続、 重症化予防に向けて適切な指導を行います。

保険者

事業者

・ 特定健康診査・ 特定保健指導の実施率の向上を 図り ます。

・ 生活習慣病に関する情報を 提供し ます。

・ 未治療の糖尿病患者を 医療に結びつけら れるよう 努力し ます。

島 民
・ 生活習慣病の予防及び重症化予防に取り 組みます。

・ 特定健康診査・ 特定保健指導をき ちんと 受診し ます。

保健所
・ 生活習慣改善に関する情報を 提供し ます。

・ 町村が実施する特定健康診査・ 特定保健指導の評価事業の支援を行います。
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神津島村ウォ ーキングキャ ンペーン

　 神津島村保健セン タ ーで は、 住民の生活習慣病予

防と 健康意識向上のため、 令和５ 年９ 月１ 日から 30

日の１ か月間ウォ ーキングキャ ンペーンを 実施し まし

た。 今回はその取組と 結果を紹介し ます。

　 キャ ン ペーン の内容は、 期間中の平均歩数が8,000

歩を 超えた方に3,000円分の商品券を プレ ゼン ト する

と いう も ので、 20歳以上の住民196名が参加さ れ、 そ

のう ち134名は平均8,000歩を達成さ れまし た。8,000

歩は国が推奨する 1日の歩数で、 運動不足を 解消する

だけでなく 、 生活習慣病・ 生活機能低下の予防やスト

レ スの解消に繋がり ます。

　 多く の方が参加さ れた理由と し て、 達成賞に住民が使いやすい商品券を用いたこ

と 、 取り 組みやすい運動であるこ と 、 手軽に申し 込みができ たこ と の３ つにあっ た

と 捉えています。 申し 込み方法は、 申込書提出のほかに、 イ ンタ ーネッ ト から も 申

し 込みを可能にし たと こ ろ、 88％の方はイ ンタ ーネッ ト から 申し 込まれまし た。

　 参加者のモチベーショ ン維持と 達成率向上のためには、 ウォ ーキングイ ベント ア

プリ を 活用し まし た。 参加者同士の歩数共有、 ラ ンキング機能により 、 今日は誰が

どのく ら い歩いているのか、 自分は全体の何位なのか、 リ アルタ イ ムで見るこ と が

でき るので、 参加者から は、 ほかの人の頑張り が見えたり 、 競っ たり するこ と が刺

激になり 、 楽し く 続けら れたと いう 声が聞かれまし た。

　 実施後のアン ケート では、 参加者の68% は普段のウォ ーキン グ習慣のない方で

あり 、 71% はイ ベント 後も ウォ ーキン グを 続けていく と 回答し ています。「 昨日は

何歩だっ た？ 8 ,000歩達成し た？」 など、 職場や家庭内のコ ミ ュ ニケーショ ン が

活発になっ たと いう コ メ ント も 複数届き まし た。

　 今後は開催期間の延長や、 運動量が減る

寒い時期の開催など、 住民の運動の習慣化

を 後押し する 取り 組みを 続けていき たい

です。 また島内事業者で使える商品券を活

用するなど、 イ ベント を通し て島内の消費

拡大にも 繋げていき たいと 考えています。
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特定健康診査・ 特定保健指導（ 御蔵島村）

　 御蔵島村の国民健康保険における特定健康診査の実施率は、82 .1％（ 令和５ 年度）

と 非常に高い水準を 維持し ています。

　 こ の背景には、 チラ シを 各戸配布するほか、 村民の特徴でも ある「 意識の高さ 」

が大き く 影響し ています。 特定健康診査は委託によっ て行っ ていますが、 特定健康

診査の対象者だけではなく 、 他の対象者の健診も まと めて実施を するこ と で、 村民

全体が関心を持つこ と ができ、 村民が、 それぞれ声を掛け合っ て、 受診を し ている

状況です。

　 また、 特定保健指導の実施率は100％（ 令和５ 年度） と なっ ており 、 該当者と な

る全員が保健指導を 受けており ます。 その方法は、 健康診査の結果から 、 村の非常

勤保健師が該当者を ピッ ク アッ プし て、 家庭訪問を し 、 指導を行う と いう 丁寧な方

法です。 保健師や担当者の地道な努力によっ て、 全員が負担感なく 保健指導を 受け

ら れています。
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小笠原村いき いき ウォ ーキングマッ プでlet 's w a lk !

　 小笠原村は世界自然遺産に登録さ れた豊かな自然に恵まれ、 島内では様々なス

ポーツ・ サーク ル活動が活発に行われています。 その一方で運動をし ていない人が

４ 割注１ ほどいる 上に公共交通機関の村営バスを 利用する 方も いますが、 暑さ から

移動に短い距離でも 自家用車等を 利用する人が多く 見ら れます。 また、 健康増進事

業と し て実施し ているヘルスアッ プ教室では、 参加者が限定的でし た。

　 そこ で、 小笠原いき いき ウォ ーキングマッ プを 作成し （ 令和４ 年度父島版、 令和

５ 年度母島版）、 村民に全戸配布すると と も に、 ヘルスアッ プ教室でウォ ーキン グ

マッ プのコ ースを 歩き まし た。 ウォ ーキン グマッ プのコ ースは短距離コ ースから 、

アッ プダウンのある 長距離コ ースまであり 、 体力に合わせて選ぶこ と ができ ます。

ヘルスアッ プ教室でも 、高齢者、親子連れ、障害のある方など今まで参加が少なかっ

た方々が参加し 楽し く ウォ ーキングし まし た。

　 今後も 、 村民がそれぞれの体力に合わせて健康増進の取組ができ るよう 事業を展

開し ていき たいと 考えています。

注１ 　 島し ょ 地域の栄養・ 食生活状況（ 平成28年度成人の全島食事調査結果報告書）
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（ ２ ）　 がんの予防

【 現状と 課題】

 　 がんは、 昭和52年よ り 都民の死因第１ 位で す。 がんによ る 死亡者数は令和３ 年には

３ 万４ 千人であり 、総死亡の26.9％を 占め、およそ４ 人に１ 人が、がんで亡く なっ ています。

東京都のがんの75歳未満年齢調整死亡率注１ は、 平成28（ 2016） 年には男女全体で75 .5で

し たが、 令和３ （ 2021） 年には65 .0と なり 、 ５ 年間で13 .9％減少し まし た。

◇　 がんの予防

　 予防可能ながんのリ スク 因子と し て、 食事や身体活動、 喫煙等の生活習慣が挙げら ます。 

「 禁煙」「 節酒（ 飲酒する場合に節度のある飲酒を）」「 食生活」「 身体運動」「 適正体重の維持」

「 感染」 の６ つの因子に留意するこ と は、 がんのリ スク を下げるために有効と さ れています。

また、 受動喫煙を 防止するこ と も 大切です。 こ れら に気をつけるこ と により 、 がんになるリ

スク が男性では約40％、 女性では約25％低下すると 言われており 、 生活習慣を 改善するこ

と が何より も 重要です。

　 島し ょ 圏域の飲酒の状況を みる と 、 生活習慣病のリ ス ク を 高める 量を 飲酒し て いる 

人注2の割合は男性で25 .0％、 女性で12 .7％と 、「 健康日本21（ 第二次）」 の目標値である男

性13％、 女性6.4％より も 高い状況でし た。 飲酒に限ら ず、 がんの予防に関する生活習慣に

ついて啓発を 行い、 島民の生活習慣改善を図るこ と が必要です。

　 日本人のがんの発症において、 ウイ ルス（ B型、 C型肝炎ウイ ルス、 ヒ ト パピロ ーマウイ

ルス（ HPV） 等） や細菌（ ヘリ コ バク タ ー・ ピ ロ リ 菌） の感染は、 男性では喫煙に次いで

第2位、 女性では最も 大き な要因です。 ウイ ルス性肝炎は、 本人が感染に気が付かないう ち

に慢性肝炎、 肝硬変、 肝がんへ進行するリ スク が高い疾患で、 医療の進歩により 治癒率も 上

昇し ています。 積極的な勧奨が差し 控えら れていたHPVワク チン は、 安全性について特段

の懸念が認めら れないこ と が確認さ れ、 接種による有効性が副反応のリ スク を 明ら かに上回

る と 認めら れたため、 令和4年4月から 積極的な勧奨が再開さ れています。 感染症予防に関

する啓発や、 早期に発見し 、 適切な診断や治療につなげる取組が重要です。

◇　 がんの早期発見

　 がんの死亡減少のためには、 定期的ながん検診の受診による早期発見が重要です。 東京都

では、 がん検診受診率50％を 目標と し て掲げています。 東京都における がん検診受診率は

上昇傾向にあり 、 令和2年度時点ではおおむね50％です。 島し ょ 圏域の町村におけるがん検

診の受診率は、 町村やがんの種類によっ て異なり ますが、 多く は50％に達し ていません。

注１ 　 年齢調整死亡率： 高齢化の影響等によ る年齢構成が異なる 集団の間で死亡率を 比較し たり 、 同じ 集団の死

亡率の年次推移をみるため、 集団全体の死亡率を 基準と なる 集団の年齢構成（ 基準人口） に合わせた形で

算出し た死亡率（ 人口10万対）。 壮年期死亡の減少を 高い精度で評価する ため、「 75歳未満」 の年齢調整

死亡率を用いている。

注２ 　 生活習慣病のリ スク を高める量の飲酒し ている 人： １ 日当たり の純アルコ ール摂取量が男性40g以上、 女

性20g以上の人（ 純アルコ ール量20g目安： ビール500ml、 日本酒1合）
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　 また、 科学的根拠に基づく がん検診を 実施するこ と が重要で、 国が定めた「 がん予防重点

健康教育及びがん検診実施のための指針（ 厚生労働省健康局通知）（ 以下「 指針」 と いう 。）」

に基づく がん検診を実施し ている町村は、 ９ 町村中１ 町村（ 令和４ 年度　 ５ がん全てを 完全

遵守） です。 町村によっ ては、 交通事情等に対応し た指針外検診も 実施さ れています。

　 精密検査の受診率については、 国のがん対策推進基本計画において、 90％の目標が設定

さ れています。 島し ょ 圏域の町村における精密検査の受診率は町村やがんの種類によっ て異

なり ますが、 多く は90％に達し ていません。 また、 精密検査受診について把握し ていない

自治体も 多い状況です。

　 がんによる死亡率減少のためには、 受診の勧奨・ 再勧奨や啓発等の取組による受診率の向

上、 国の指針に基づく 検診の実施に取り 組むこ と が重要です。

【 施策展開の基本方針】

○ 　 がん予防に関する知識について普及啓発を 実施し 、 島民の生活習慣の改善につなげて

いき ます。

○ 　 がんの早期発見・ 早期治療のため、 がん検診や精密検査の受診を 促す取組を 推進し

ます。

○　 科学的根拠に基づく がん予防・ がん検診の充実を図り ます。

【 今後の取組】

１ 　 生活習慣改善のための普及啓発の推進

２ 　 がん検診受診率を 向上さ せるための取組の実施

３ 　 精密検査受診率を 向上さ せるための取組の実施

【 指標】

指標名 ベースラ イ ン（ R ３ 年度実績） 目標値

がん検診の受診率 胃がん

肺がん

大腸がん

子宮頸がん

乳がん

25 .6％

33 .7％

27 .5％

39 .1％

32 .8％

向上さ せる

精密検査の受診率 胃がん（ エッ ク ス線）

胃がん（ 胃内視鏡）

肺がん

大腸がん

子宮頸がん

乳がん

66 .7%

100 .0％

62 .5%

37 .0%

42 .9％

36 .7％

向上さ せる
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〈 関係機関等の取組〉

町 村

・ がん検診受診率向上のための取組を 推進し ます。

・ 要検査の場合の精密検査受診率向上のための取組を推進し ます。

・ がん予防のための普及啓発を 行います。

学 校 ・ がん教育を実施し ます。

医療機関

・ がんの精密検査や専門医療の支援を 行います。

・  がんに関する情報提供を行う と と も に、 地域特性を活かし た健康管理を推進

し ます。

事業者
・ がん検診の受診の勧奨を行います。

・ がんに関する情報の周知を 図っ ていき ます。

島 民
・ がん検診を受診すると と も に、 要検査の場合は必ず精密検査を 受診し ます。

・ がん予防の情報をも と に、 生活習慣の改善に努めます。

保健所
・ 肝炎ウイ ルス相談、 検査を 実施し 、 早期発見、 早期治療につなげます。

・ 町村のがん検診実施状況を 把握し 、 がん検診の精度管理を支援し ます。
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（ ３ ）　 たばこ 対策

【 現状と 課題】

　 国民の喫煙率は「 令和元年　 国民健康・ 栄養調査」 によると「 毎日吸っ ている」 又は「 時々

吸う 日がある 」 と 答えた割合（ 20歳以上） は男性27.1 ％、 女性7.6 ％であり 、 男女と も 減

少傾向です。 また、 現在喫煙し ている も ののう ち たばこ を やめたいと 思う 者の割合は男性

24.6 ％、 女性30 .9％です。 身近に禁煙治療が受けら れる 医療機関がある と 答えた割合は男

性39.9 ％、 女性43 .0％であり 、 よ り 若い年代の方が身近に禁煙治療を 受けら れる 医療機関

があるか分から ない者の割合が多い傾向にあり ます。

　 たばこ をやめたいと 思う 喫煙者でも、 身近に禁煙治療が受けら れる医療機関の設置や周知

など禁煙支援の取組が必要です。

　 令和４ 年「 受動喫煙に関する都民の意識調査」 によると 喫煙者における喫煙するたばこ の

種類は紙のみが44.2％、 加熱式のみが4.5％、 どちら も 喫煙が51.2％であり 、 経年的に加熱

式たばこ の喫煙割合が増加し ています。

　 厚生労働省の「 加熱式たばこ における科学的知見」 によると 、加熱式たばこ の主流煙には、

紙巻き たばこ と 同程度のニコ チンを 含む製品も ある一方で、 含まれる主要な発がん性物質の

含有量は紙巻き たばこ に比べて少ないこ と が分かっ ています。 し かし 、 加熱式たばこ の主流

煙に健康影響を与える有害物質が含まれているこ と は明ら かであり、 現時点までに得ら れた

科学的知見では、 加熱式たばこ の受動喫煙による従来の健康影響を 予測するこ と は困難であ

るため、 加熱式たばこ においても 禁煙する必要があり ます。

　 喫煙は、 がん、 循環器疾患、 COPD（ 慢性閉塞性肺疾患） を含む呼吸器疾患、 糖尿病、 周

産期の異常や歯周病疾患のリ スク を、 受動喫煙は、 虚血性心疾患や肺がん等のリ スク を、 そ

れぞれ高めると さ れています。 こ れら の疾患の患者は重症化予防のため、 また、 妊娠・ 出産

予定の女性は、 胎児や乳幼児の健康への影響を避けるため、 禁煙を する必要があり ます。

◇　 COPDの予防

　 COPDは「 肺の生活習慣病」 と も 言われ、 禁煙等による発症予防や、 薬物等での治療によ

る重症化予防が可能です。

　「 健康日本21（ 第三次） の推進のた めの説明資料」 によ る と 、 COPDの原因と し て は 

50 ～ 80％程度にたばこ 煙が関与し 、 喫煙者では20 ～ 50％がCOPDを 発症すると さ れてい

ます。 また、 COPDは血管疾患、 消化器疾患、 糖尿病、 骨粗し ょ う 症、 う つ病などの併存疾

患や、 肺がん、 気腫合併肺線維症等の他の呼吸器疾患と の合併も 多いほか、 慢性的な炎症性

疾患であり 栄養障害によるサルコ ペニアから フ レイ ルを 引き 起こ すこ と から も 予防をはじ め

と し た様々な取組を進めるこ と が求めら れます。

　 令和４ 年の人口動態調査によると 、 COPDによる死亡患者数は男女合わせて16 ,676人で、

男性においては死因の第11位に位置し ています。（ 令和３ 年の人口動態調査では第9位でし

た。） COPDによ る 死亡者の9割以上を 高齢者が占めており 、 社会の高齢化と と も にさ ら に

患者数が増加するこ と が懸念さ れます。
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◇　 受動喫煙防止　

　 健康増進法は、 健康増進の観点から 受動喫煙防止について定め、 多数の人が利用する施設

において受動喫煙防止のための措置を 講じ る こ と を 施設管理者の努力義務と し ていまし た

が、「 望まない受動喫煙」 の防止を 図るため、 多数の人が利用する施設等の区分に応じ 、 施

設等の一定の場所を除き 喫煙を 禁止する改正法が令和２ 年４ 月１ 日に全面施行さ れまし た。

　 東京都においては、 人に着目し た対策と し て「 働く 人や子供」 を 受動喫煙から 守るため、

東京都受動喫煙防止条例が令和２ 年４ 月１ 日に全面施行さ れまし た。 学校や病院、 行政機関

は敷地内禁煙と し 、 子供が出入り する幼稚園や保育所、 小中高校は屋外の喫煙場所の設置も

認めず、 従業員のいる飲食店は面積にかかわら ず原則屋内禁煙と なっ ています。

　 島民を はじ め、 さ まざまな施設の管理者は、 健康増進法及び東京都受動喫煙防止条例につ

いて理解をし 、 施設等の区分に応じ た受動喫煙防止に取り 組んでいく 必要があり ます。

【 施策展開の基本方針】

〇 　 禁煙の意識を 高めるために、 特に影響の大き い未成年者、 妊婦・ 授乳中の女性にたば

こ が健康に与える影響についての正し い知識を 広く 浸透さ せます。

〇　 COPDに関し て広く 普及啓発を行い、 早期発見、 早期受診につなげていき ます。

〇　 関係機関が連携し 、 受動喫煙防止対策を推進し ていき ます。

【 今後の取組】

１ 　 たばこ の健康影響に関する普及啓発の推進

２ 　 COPDに関する普及啓発の推進

３ 　 受動喫煙防止対策の推進
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〈 関係機関等の取組〉

町 村

・ 喫煙・ 受動喫煙が及ぼす健康への影響について普及啓発を行います。

・  母子保健事業や子育て支援事業等を 通し て、 妊婦・ 授乳中の女性の喫煙防止

に取り 組みます。

・  学校と 協力し 、 未成年者に対し 喫煙・ 受動喫煙がおよ ぼす健康への影響につ

いて普及啓発を 行います。

・ COPDについて普及啓発を 行います。

・ 健康増進法などを理解し 受動喫煙防止に取り 組みます。

学 校

・  未成年者の喫煙禁止と 、 喫煙・ 受動喫煙が及ぼす健康への影響について教育

を 行います。

・ 健康増進法などを理解し 受動喫煙防止に取り 組みます。

医療機関
・ 禁煙外来を設置し 、 禁煙が必要な方への禁煙指導・ 治療を行います。

・ COPDの認知度の向上に努め、 治療につなげていき ます。

保険者

事業者

・ 喫煙・ 受動喫煙が及ぼす健康への影響について普及啓発を行います。

・ 禁煙を 希望する人に対し て、 情報提供等の支援を 行います。

・ 特定健康診査等を活用し 、 禁煙が必要な人に対し て禁煙支援を 行います。

・ 健康増進法などを理解し 受動喫煙防止に取り 組みます。

島 民

・ 喫煙・ 受動喫煙が及ぼす健康への影響について正し い知識を 持ちます。

・ 禁煙希望者は、 禁煙に取り 組みます。

・ COPDについて正し く 理解すると と も に、 未治療患者は治療を 行います。

・ 健康増進法などを理解し 受動喫煙防止に取り 組みます。

保健所

・ 健康増進法などに基づき 、 受動喫煙防止対策に取り 組みます。

・  屋内受動喫煙防止の徹底にむけた町村の支援や、 基準にそっ た喫煙場所の整備

について事業者への周知を行います。
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（ ４ ）　 こ こ ろ の健康づく り

【 現状と 課題】

　 こ こ ろ の健康は、 から だの健康と 同じ く 人が生き 生き と 暮ら し ていく ために必要なも ので

あり 、 また、 こ こ ろ の健康を保つこ と は身体の状態や生活の質に大き な影響を 与えます。

　 こ こ ろ の健康を 保つためには、 適度な運動と バラ ンスのと れた食生活、 十分な休養が必要

であり 、 好まし い生活習慣を送り 十分な睡眠をと るこ と が重要になっ てき ます。

　 また、 こ こ ろ の病気に対し ても 早い段階から 対応し ていく 必要があり ます。 う つ病は自殺

の要因と し て特に重要であるこ と が明ら かになっ ており 、 自殺者の減少を 図るためにも、 う

つ病の早期発見・ 早期治療を推進し ていく こ と が大切です。

　 東京都は、 令和５ 年３ 月に東京都自殺総合対策計画（ 第２ 次計画） を 策定し 、 以下の６ 項

目を 重点項目と し て位置付けまし た。

　 ① 　 自殺未遂者の再度の自殺企図を 防ぎ、 地域で安定し た生活が送れるよう 、 継続的に支

援する

　 ②　 悩みを 抱える方を早期に適切な支援窓口につなげる取組を 強化する

　 ③ 　 働き 盛り の男性が孤独・ 孤立を 深める こ と などによ り 、 自殺に追い込まれる こ と を

防ぐ

　 ④　 困難を 抱える女性への支援を 更に充実する

　 ⑤　 児童・ 生徒・ 学生を はじ めと する若年層が自殺に追い込まれるこ と を防ぐ

　 ⑥　 遺さ れた方への支援を強力に推進する

　 島し ょ 圏域の自殺者数の現状は、 横ばい傾向です。 自殺者の内訳では、 男性で高齢者に多

い傾向があり ます。

　 島し ょ 圏域は、 自然に恵まれ、 人と 人と のつながり も 深いため、 こ こ ろ の健康を 保ち、 こ

こ ろ の病気の早期の対応につなげるには良い場所であると いえます。 一方で、 限ら れた人間

関係の中ではスト レスの対処に課題があり 、 精神科の専門診療や社会資源が少なく 、 いざと

いう 時の対応に困難が伴う と いう 側面も あり ます。

　 島民のこ こ ろ の健康の維持のために、 各関係機関の連携のも と 、 普及啓発や自殺対策に取

り 組んでいく 必要があり ます。

　 悩みを 抱える方がそれぞれの悩みを 具体的に解決でき る適切な相談窓口等に早期につなが

るよう にすると と も に、 相談窓口や支援機関等の関係機関が連携し ていく こ と が必要です。

〈 自殺者の数〉

　 令和２ 年 令和３ 年 令和４ 年

島し ょ 圏域 6 5 6

資料： 厚生労働省 自殺の統計： 地域における自殺の基礎資料より

（ 単位： 人）
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【 施策展開の基本方針】

○ 　 スト レ スへの対処法やこ こ ろ の不調の早期発見について、 広く 島民に普及啓発を 行い

ます。

○　 こ こ ろ の病気に対し て、 相談や受診がし やすい環境の整備に努めます。

○　 自殺対策について、 地域全体で取り 組みます。

【 今後の取組】

１ 　 こ こ ろ の健康づく り やこ こ ろ の病気についての正し い知識の普及啓発の実施　

２ 　 こ こ ろ の健康相談窓口など相談体制の充実

３ 　 関係機関の連携のも と 、 自殺対策の取組の実施

〈 関係機関等の取組〉

町 村

・ 自殺対策計画を 策定し 、 計画内容の実施に向けて庁内体制を 整備し ます。

・ こ こ ろ の相談がし やすい環境を整えると と も に、 広く 普及啓発を行います。

・ ゲート キーパー養成研修を 充実さ せていき ます。

・  自殺未遂者の再度の自殺企図を 防ぎ、 地域で安定し た生活が送れる よ う 関係

機関と の連携を 強化し ます。

学 校 ・ こ こ ろ の健康についての教育を行います。

医療機関

・ こ こ ろ の健康についての情報提供を 充実さ せていき ます。

・ こ こ ろ の病気の早期発見に努め、 治療につなげていき ます。

・ 専門医療機関や相談機関と の連携を 深めていき ます。

・  自殺未遂者の再度の自殺企図を 防ぐ ため、 地域の関係機関と の連携を 強化し

ます。

事業者
・  ラ イ フ ・ ワーク ・ バラ ン スを 推進し ていく と と も に、 こ こ ろ の不調を 抱えて

いる職員の発見に努め、 適切な対処を行っ ていき ます。

島 民

・  こ こ ろ の健康についての正し い知識を 得て、 日常生活において実践し ていき

ます。

・  こ こ ろ の不調に気が付いたら 、 相談機関や医療機関にかかり 、 早期発見・ 早

期治療を 行います。

・  周囲のこ こ ろ の不調を抱えている人の発見に努め、サポート を行っ ていき ます。

保健所

・ 町村自殺対策計画の策定および計画内容の実施に向けて支援し ます。

・ こ こ ろ の健康についての普及啓発のため、 講演会等を 実施し ます。

・ 各関係機関と 連携のも と 、 必要な人への相談や支援を 充実さ せていき ます。

・  自殺未遂者の再度の自殺企図を 防ぎ、 地域で安定し た生活が送れる よ う 、 関

係機関と の連携を強化し 継続的に支援し ます。
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（ ５ ）　 食を 通じ た健康づく り

【 現状と 課題】

　 健康日本21（ 第三次） では、 人生100年時代を 迎え、 社会が多様化する 中で、 各人の健

康課題も 多様化し 、 健康寿命は着実に延伸し てき まし たが一部の指標が悪化し ている など、

さ ら に生活習慣の改善を含め、 個人の行動と 健康状態の改善を促す必要があり ます。 全ての

国民が健やかで心豊かに生活でき る持続可能な社会の実現のため、「 誰一人取り 残さ ない健

康づく り 」 の推進と 「 より 実効性を も つ取組」 に重点を置く こ と と し ています。

　 働く 世代を 中心に生活習慣病予防の取組を一層推進するため、 中小企業の取組を 支援する

など、 事業主や医療保険者などの職域と 連携し た取組が必要です。 また、 ラ イ フ ステージの

変化や年齢により 健康課題に変化が見込まれる女性に対し、 その特性を 踏まえ、 生活・ 労働

環境等を 考慮し つつ、 人生の各段階における健康づく り の支援が必要です。

　 生活習慣改善につながる環境づく り の推進や多様な主体の取組促進など、 健康づく り を 社

会全体で支え、 守る環境整備が必要です。 性差や年齢、 ラ イ フ コ ースを 加味し た取組を推進

するこ と は、 がん、 糖尿病、 高血圧等の生活習慣病の予防や重症化予防、 生活の質の向上、

社会生活を営むために必要な機能の維持・ 向上の点から も 重要です。

　 島民（ 成人） を 対象と し た食事調査注１ の結果によ る と 、 １ 人１ 日当たり の平均食塩摂取

量は男性で12 .1g 、 女性10 .6g で、 食事摂取基準の目標量である男性7.5g 未満、 女性6.5g 未

満を 上回り 、 取り 過ぎている傾向がみら れまし た。 また、 １ 人１ 日当たり の野菜類の平均摂

取量は男性253 .8g 、 女性301 .7g で、 目標と する350g を 下回り 、 不足し ている 傾向がみら

れまし た。 島民が望まし い食生活を送り 、 定着が図ら れるよう 都や町村で取り 組んでいる各

種事業やイ ベント を通し て、 自然に健康になれる環境づく り の構築と と も に「 適切な量と 質

の食事」 についての啓発を 行う こ と が重要です。

〈 1人1日当たり の食塩摂取量の平均値注１ 〉
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注１ 　 平成28年成人の全島食事調査結果

資料：「 平成28年度島し ょ 地域の栄養・ 食生活状況」 東京都島し ょ 保健所
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　 また、 島民が自分に合っ た食品やメ ニュ ーを選択するこ と ができ るよう にするこ と が必要

です。 そのためには、 飲食店・ 弁当販売店等が、 栄養情報等の表示や健康的なメ ニュ ーの提

供について理解し たう えで、 様々な担い手の有機的な連携を促進するこ と が大切です。

　 一般に販売さ れる全てのあら かじ め包装さ れた加工食品及び添加物には、 栄養成分の量及

び熱量の表示（ 栄養成分表示） が義務づけら れています。 そのため、 食品業者は栄養成分表

示についての制度の理解と 、 食品表示法に基づく 適切な表示が求めら れます。 さ ら に島民が

栄養成分表示を活用し て食品を 選択でき るよう 、 島民への啓発も 重要です。

　 町村では、健康増進計画及び食育推進計画等を 策定し 、保健栄養対策を 推進し ていますが、

未策定の町村や、 管理栄養士等の人材が確保でき ていない村も あり ます。 島民の食生活改善

をこ れまで以上に進めるには、 食に関わる関係者等が連携・ 協働し 、 食生活改善の担い手と

なるこ と が期待さ れています。

【 施策展開の基本方針】

〇 　 望まし い食習慣を 身につけた人の増加を めざし 、 栄養・ 食生活に関する 知識・ 実践方

法の普及啓発に取り 組みます。

【 今後の取組】

１ 　 関係機関と 栄養・ 食生活に関する情報共有及び連携

２ 　 町村が主体と なっ て行う 保健栄養施策の推進

３ 　 食関連事業者等の健康的な食に関する理解の促進

４ 　 栄養成分表示に関する制度の理解促進と 活用の啓発

【 指標】

指標名 現 状 目標値

食育推進計画の策定・ 改訂に取り 組んでいる町村の数 ４ 町村 増やす
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〈 関係機関等の取組〉

町 村

・ 健康増進計画や食育推進計画などを 策定し 、 着実に実施し ます。

・ ラ イ フ ステージに応じ た保健栄養事業を充実さ せます。

・ 望まし い食生活が実践でき るよう 食生活に関する普及啓発を図り ます。

・ 関係機関と 連携を 図り 、 地域全体で栄養施策を進めます。

学 校
・ 給食や栄養教育を 通じ た食育を 実践し ます。

・ 子供を通じ た家庭への望まし い食生活に関する知識を普及し ます。

医療機関 ・ 栄養・ 食生活の改善が必要な方へ指導を行います。

給食施設
・ 利用者の特性を 踏まえた、 適切な量と 質の食事を 提供し ます。

・ 利用者の健康増進に繋がる、 栄養情報等の発信を 充実さ せます。

弁当販売店

飲食店等

・ 健康に配慮し たメ ニュ ーの提供に努力し ます。

・ 健康的な食生活に関する知識を 普及し ます。

食品関係

事業者
・ 栄養成分表示に関する制度を 理解し 、 法に基づく 適切な表示を 行います。

島 民

・ 自分の健康や食生活について考え、 望まし い食生活を実践し ます。

・  生活習慣病について理解を し 、 食生活改善を 図り ながら 、 発症予防や重症

化予防に取り 組みます。

保健所

・  給食施設指導を 通し て、 利用者に応じ た給食の提供や栄養情報の発信等に

ついて支援を行います。

・  販売さ れる 食品の栄養成分表示について、 食品関係事業者への制度の理解

を 促進さ せると と も に、 島民が活用でき るよう 啓発を行います。

・ 町村、 関係機関等と の連携を 図り 、 食に関する環境整備を 進めます。

・ 食育推進計画等が未策定の町村への策定支援を行います。

47



第２ 部

第
２
部

　
第
１
章

第２ 部 各 論

東京都栄養士会栄養士による栄養講座・ 栄養相談について（ 利島村）

　 利島村では、保健事業の一環と し て、住民健診の結果について、保健師による『 健

康相談』 だけでなく 、 東京都栄養士会に依頼し 、 管理栄養士による『 栄養講座』 と

個別の『 栄養相談』 を実施し ています。

　 利島村は、 小規模の離島でスーパーやコ ンビニも ないため、 特に単身者や高齢者

の世帯では、 食生活が単調になり がちで、 低栄養などの栄養障害に陥り やすく 、 高

血圧・ 高血糖・ 高脂質等の生活習慣の改善が必要な住民も 多く います。

　 今回は、「 食事をと おし た低栄養・ 糖尿病予防」 について講座を 行い17名が参加

し まし た。 利島ではいろ いろ な食材の調達が難し いため、 限ら れた食材や既製品の

も ので作れる 栄養バラ ン スのよ い料理の紹介と し て、 宮城県登米地方の郷土料理

『 はっ と 汁』 を 試食で提供し まし た。「 出汁が効いているが何の出汁なの？」、「 野菜

も たく さ ん入っ ている ね!!」、「 明日葉を 入れても 美味し そう !!」 など 参加者同士で

試食についての会話も 弾んでいまし た。

　 未就園児の親には、「 乳幼児期のバラ ン スのよ い食事」 について講話も 行い、 ア

レ ルギーや災害時の備蓄の話も あり まし た。

　 常勤の栄養士がいない本村では、 こ う し た栄養士による相談会や講座は貴重な機

会と なっ ており 、 健康意識の向上・ 栄養バラ ンスの取れた食事の普及啓発にも なっ

ています。
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２ 　 母子保健福祉対策

【 現状と 課題】

　 少子高齢化、 共働き 世帯の増加など によ り 、 母子保健を 取り 巻く 環境は大き く 変化し 、 

妊娠・ 出産・ 育児への不安や孤独感を 抱える人は少なく あり ません。 また、 経済的な不安を

抱える人も おり 、 妊娠中や出産後、 育児中も 安心し て仕事を続けら れるよう に、 就労し てい

る女性やその家族を社会全体でサポート を し ていく こ と が重要です。少子化対策のためにも、

社会全体が子育てについてより 一層理解を 深めていく 必要があり ます。

　 児童虐待の防止は、 子供の健全な育成にと っ て、 喫緊の課題と なっ ています。 令和4年度

に都内の児童相談所が相談を受け対応し た児童虐待対応件数は、 27 ,798件注１ で平成24年に

比べ5.8倍に増加し ています。 加えて、 学童期・ 思春期は、 不登校やひき こ も り などの問題

も あり ます。 都内の公立小学校・ 中学校における 不登校児童・ 生徒数は平成24年度から 一

貫し て増加し ており 、 令和４ 年度には26,912人と なっ ています注２ 。 都内の公立高校におけ

る 不登校生徒数は平成24年度から 減少傾向にあり まし たが、 令和２ 年度から 増加傾向に転

じ 、 令和４ 年度には3,931人と なっ ています注３ 。 子供が安全な環境で健康に育つこ と が出来

るよう に、 家庭への働き かけと と も に社会全体で支える仕組みづく り と そのための各関係機

関の連携と 努力が重要です。

　 様々な母子保健に関する課題を踏まえ、 近年、 母子保健法、 児童福祉法の一部改正に続き、

成育基本法や医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律、 こ ども 基本法の制定が

行われ、 母子保健を 取り 巻く 状況の変化は大き く なっ ています。 子供を安心し て産み、 育て

るために、 妊娠期から 子育て期にわたるまでの切れ目ない支援が不可欠です。 多く の機関と

様々な職種が連携し て行い、 子育て家庭を地域で支える仕組みづく り が求めら れており、 市

町村では、 母子保健と 児童福祉の一体的な組織である「 こ ども 家庭セン タ ー注４ 」 の設置に

努めるこ と と さ れています。

　 島し ょ 圏域においては、 妊娠・ 出産は産婦人科医や分娩施設の数が十分ではないため、 島

外に出ざるを 得ない事情があり 、経済的にも 心理的にも 負担が大き く なっ ています。 町村は、

母子健康手帳の交付や保健指導、 新生児の訪問指導、 乳幼児健診等を 実施し ており 、 妊娠期

から 子育て期にわたる切れ目のない支援のために、 安心し て子育てが出来る環境の整備に努

めています。 島し ょ 圏域は、 地域住民や学校、 関係機関で連携体制が構築さ れおり 、 こ のつ

ながり を 児童虐待の未然防止、 早期発見や対応にも 活用するこ と が望まれます。

【 施策展開の基本方針】

○　 島し ょ 圏域において、 安心し て妊娠から 出産、 育児を行える仕組みづく り に努めます。

注１ 　 出典：「 東京都児童相談所事業概要 2023年（ 令和5年） 版」 東京都福祉局

注２ ・ ３ 　 出典：「『 令和４ 年度児童生徒の問題行動・ 不登校等生徒指導上の諸課題に関する 調査』 について」 東

京都教育庁

注4　 こ ども 家庭センタ ー：「 子育て世代包括支援センタ ー」 と 「 市区町村子ども 家庭総合支援拠点」 の設立の意

義や機能を 維持し た上で組織を 見直し 、 全ての妊産婦、 子育て世帯、 こ ども に対し 、 母子保健・ 児童福祉

の両機能が一体的に相談支援を行う 機関。
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○　 地域全体で子供の健やかな育成を 支えるための普及啓発に取り 組みます。

○ 　 児童虐待防止のため、 育児のサポート を し ていく と と も に、 関係機関の連携を 強固に

し ていき ます。

【 今後の取組】

１ 　 各関係機関の連携による切れ目ない子育て支援体制の構築

２ 　 地域で子供の健全な育成を見守るための普及啓発

３ 　 要支援家庭の早期発見と 早期対応

〈 関係機関等の取組〉

町 村

・  妊娠・ 出産・ 育児に関する 普及啓発を 行う と と も に、 個別的、 集団的に相談

に応じ 、 必要な情報提供・ 助言・ 保健指導を行います。

・  母子健康手帳の交付時に全数面接を 実施し ます。 また新生児訪問指導等を 実

施し 、 必要に応じ てサポート プラ ンを策定し ます。

・  要支援家庭を 早期に発見し 、 安定し た養育を 行える よ う 関係機関と と も に支

援を行います。 また、 児童虐待の未然防止、 早期介入を 行います。

学 校
・ 地域と 連携し て、 児童・ 生徒の育成支援を 実施し ます。

・ 児童虐待の早期発見に努めます。

医療機関

・ 安全な妊娠・ 出産への支援を 行います。

・  各種健診や受診機会を 通じ て、 産後う つや児童虐待の早期発見に努め、 関係

機関と 連携し て対応し ます。

事業者 ・ 安心し て妊娠・ 出産・ 育児が行える職場環境づく り に努めます。

島 民

・ 妊娠・ 出産・ 育児に関し て正確な知識を 得るよう に努めます。

・  妊産婦健診や乳幼児健診を 活用し 、 妊産婦や乳幼児の健康状態を 定期的に確

認し ます。

・  専門職への相談や子育てサービ スを 適切に活用し 、 妊娠・ 出産・ 育児に関す

る不安や負担の軽減に努めます。

・  地域で子供の育成を 見守り 、 子育て支援を する と と も に、 児童虐待の早期発

見に努めます。

保健所

・  母子保健や児童虐待防止のための普及啓発を行います。

・  医療的ケア児を 含めた要支援家庭に対し て、 必要に応じ 各関係機関と と も に

支援を 行います。
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八丈町家事育児サポータ ー派遣事業

　 八丈町の合計特殊出生率（ 令和３ 年） は、 1 .81で東京都区市町村別順位で神津

島村に次いでの２ 位でし た。 出生数は20年前平均71人、 10年前平均54人、 最近５

年間で39人、 コ ロナ禍以降のこ の４ 年間は年々減少し ています。

　 国も 都も 少子化対策で母子保健に関わる 政策を 次々に掲げていますが、 社会資

源、 人材資源に乏し い島し ょ では、 実施するのが難し い事業が多々あり ます。 その

中の一つに産後ケア事業があり 、 保育園に入れない３ 歳未満の年の差での第２ 子以

降の産後育児負担に対し てのサービス事業がないこ と は妊婦面談乳児相談を 通し て

感じ る課題でし た。

　 都が提唱する 事業の中で、 当町で必要かつ可能なも のと し て選んだのが産後家

事・ 育児支援事業（ 家事育児サポータ ー派遣） です。 開始するにあたり 、 まず懸念

し たこ と は、 サポータ ーと なるべき 人材についてです。 子育て家庭に入っ て、 家事

支援の即戦力と なる 人材の条件を 町独自のも のと し 、 頼める 民間企業も ないため、

養成講座も 町保健師が企画、 講師も 各専門職員に直接依頼し まし た。 そし て、 一番

心配だっ たのは応募人数です。

　 ホームヘルパーや保育士、 看護師、 保母の有資格や子育て経験など条件を 厳し く

し た中、 ２ ，３ 人の想定に対し 、 ８ 人が島の育児支援への協力申し 出があり 、 先日

無事に養成講座を終えるこ と ができ まし た。

　 事業の実際の運営はこ れから なので、 職員

不足の中始まる 事務処理など課題は山積みで

すが、 妊産婦の不安、 負担の軽減に応えら れ

る 支援サービ スが増える こ と が喜ばし く 、 ま

た、 住民参加型の育児環境の一端と なる こ と

を 期待し つつ、 当事業の充実、 定着、 拡大を

目指し ます。
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「 ひよこ ママク ラ ブ」 

～島で安心し て子ども を 生み育てるこ と ができ るよう に～（ 青ヶ 島村）

　 青ヶ 島村では、 未就園児の親子を 対象と し た「 ひよこ ママク ラ ブ」 を実施し てい

ます。

　 現在は保健師の来島に合わせ実施は月１ 回。 人口が少なく 、 対象の親子は３ ～４

組ですが、「 ひよこ ママク ラ ブ」 の日には、 新生児～２ 歳のこ ども たちと 保護者が

おじ ゃ れセンタ ー（ 保健センタ ー） に自由に集まり 、 自由遊びや、 保健師の育児相

談、 乳児の体重測定、 ママ同士のおし ゃ べり など、 にぎやかに過ごし ます。

　 と き には、 保育園児と 遊んだり 、 保健師が「 離乳食」 や「 こ ども の安全」 を テー

マにし たミ ニレ ク チャ ーを 行っ たり も し ます。 また、「 ひよ こ ママク ラ ブ」 と し て

地域包括支援センタ ーでの高齢者と の交流会に参加し ています。 交流会は節分、 七

夕、 ク リ スマスなどの四季の行事を 楽し むこ と も 多く 、 こ ども たちだけでなく 、 保

護者にと っ ても 世代間交流のよいき っ かけになっ ています。

　 出生、 転入などで新たに増えるメ ンバーには、 参加し やすいよう 保健師から お誘

いの連絡を し ています。 育児や島の暮ら し に不慣れなママたちに、 先輩ママと の交

流や、 情報交換、 息抜き の場を 提供でき れば、 と いう 思いも あり ます。

　 こ のほか、 乳幼児の発達フ ォ ローの経過観察健診を 行う 際には、 言語聴覚士、 作

業療法士、公認心理士などを 招へいし てるのですが、専門職に「 ひよこ ママク ラ ブ」

に参加し ても ら い、 面談だけではわから ないこ ども たちの様子を見ても ら う 場と し

ても 活用し ています。

　「 ひよ こ ママク ラ ブ」 は安心し てこ ど

も を 生み、 島で育てていく ための地域で

子育てを 支える 仕組みのひと つと し ては

じ まり まし た。 その時々の時代やニーズ

に合う 形で充実、 継続さ せていき たいと

考えています。

（ 追記　「 ひよこ ママ」 の名称は20年以上継承さ れているため、 変えていませんが、

「 ママ」 も 「 パパ」 も 来てほし い。 こ れから のテーマの一つかも し れません。）
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３ 　 高齢者保健福祉対策

【 現状と 課題】

　 島し ょ 圏域における令和5年の老年人口（ 65歳以上） の割合は36.1％であり 、 東京都全体

の22.7％と 比べ高く なっ ています。 町村別でみると 、御蔵島村、青ヶ 島村、小笠原村の割合は、

それぞれ19 .9％、22 .0％、17 .2％と 東京都全体に比べ低い状況ですが、平成29年に比べると 、

老年人口の割合は高く なっ ています。

　 島し ょ 圏域は、 今後ますます高齢化が進んでいく と 考えら れ、 要介護・ 要支援高齢者や認

知症高齢者の増加が予想さ れます。

◇　 地域包括ケアシステム　

　 高齢者が住み慣れた地域で安心し て暮ら し 続けるこ と が出来るよう に、 医療・ 介護・ 介護

予防・ 住まい・ 生活支援が一体的に提供さ れる地域包括ケアシステムの構築が求めら れます。

島し ょ 圏域には高度急性期機能、 回復期機能、 慢性期機能を も つ医療機関はなく 、 本土の医

療機関等と 連携を し ながら 、 適切な医療を受けら れる体制を整備し ています。 し かし 、 本土

の医療機関から 退院、 帰島する際に、 患者情報が島の関係者に十分に伝わら ず介護に支障を

き たす場合があり 、 円滑に在宅療養生活に移行でき るよう 、 本土の病院、 地域の保健・ 医療・

福祉関係者と 連携し た退院支援が必要です。 また、 介護資源が限ら れている ため、 24時間

介護が必要になっ た場合には、 島での生活は難し い状況です。

　 引続き、 町村を実施主体と し た、 在宅医療・ 介護連携推進事業等の在宅医療と 介護を 一体

的に提供する取組が一層求めら れます。

　 また、 地域包括ケアシステムの実現に向けては、 町内会や自治会等の既存のコ ミ ュ ニティ

に加え、高齢者を含むすべての地域住民が主体的に参加し、地域の中で支え、支えら れる「 地

域づく り 」 の観点が重要です。

◇　 認知症・ 高齢者虐待

　 認知症になっ ても 出来る限り 長く 、 地域で暮ら せるよう 、 認知症に関する理解を 広げ、 地

域における 見守り 体制づく り や、 認知症サポータ ーの養成、 成年後見制度の利用・ 促進等、

認知症患者及びその家族を 支援する 環境づく り を 推進し ていく こ と が大切です。 早期診断、

早期対応に向けた支援体制と し て、 全町村で「 認知症初期集中支援チーム」 を設置し ていま

す。 また、 認知症の人やその家族が、 地域の人や専門家と 情報を共有し 、 お互いを 理解し 合

う 認知症カ フ ェ 等の取組も 始まっ ています。

　 さ ら に、島民や各関係機関に対し て、高齢者虐待についての正し い知識の普及啓発を 図り 、

その防止に注力し ていく こ と も 必要です。

注１ 　 年齢と と も に心身の活力が低下し 、 要介護状態と なるリ スク が高く なっ た状態　
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◇　 フ レ イ ルなどの予防

　 高齢者の約8割は介護の必要のない元気な高齢者であり 、 地域での活躍が期待でき ます。

健康な状態で高齢期を 過ごすためには、 心身の活力が低下するフ レ イ ル注１ 予防が重要です。 　

　 65歳以上の低栄養傾向（ BM I20以下） の割合は、 島し ょ 圏域では全国に比べて高い状況

がみら れます注２ 。 認知症、 転倒、 フ レ イ ルは低栄養と の関連が強く 、 身体機能・ 認知機能

等の維持を図るためにも、 高齢者に必要な栄養の摂取、 適度な運動、 社会参加を 促し 、 住民

主体の介護予防活動を 推進する必要があり ます。 　

【 施策展開の基本方針】

○ 　 高齢者が安心し て暮ら せる社会の実現のために、 各関係機関が連携し 、 島し ょ 圏域の

実情に応じ た地域包括ケアシステムの構築を図り ます。

○　 介護予防のための取組を 推進し ていき ます。

○　 認知症の方が暮ら し やすい環境を 整備し ていき ます。

○　 望まし い生活習慣の実践などフ レ イ ル予防に関する取り 組みを推進し ます。

【 今後の取組】

１ 　 在宅医療・ 介護連携推進事業の充実

２ 　 介護予防のための事業の推進

３ 　 認知症患者の支援体制の充実・ 強化

４ 　 高齢者虐待防止のための体制整備・ 普及啓発

【 指標】

指標名 現 状 目標値

認知症サポータ ーの養成に取り 組む自治体数 ― 計画期間中に全町村で実施

注１ 　 年齢と と も に心身の活力が低下し 、 要介護状態と なるリ スク が高く なっ た状態　

注２ 　 出典 島し ょ 地域： 平成28年成人の全島食事調査結果報告書

全国： 平成28年国民健康・ 栄養調査
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〈 関係機関等の取組〉

町 村

・ 介護保険制度の円滑・ 適切な運営を 行います。

・ 在宅医療・ 介護連携推進事業を実施し ます。

・  地域の実情に応じ た介護予防事業を 充実さ せ、 島民が広く 参加でき る よ う に

努めます。

・  認知症総合支援事業に取り 組み、 認知症に対する 理解を 広げ、 地域の見守り

体制の構築を 推進し ます。

・ 高齢者虐待の予防と 発生時の早期対応に努めます。

学 校 ・ 認知症に関する正し い知識の教育を 行います。

医療機関

・ 在宅医療の推進に取り 組みます。

・  患者に対し て、 運動機能や認知機能を 維持でき る よ う 、 正し い知識の普及啓

発と 指導を行います。

事業者 ・ 認知症やフ レ イ ル等についての理解を深めるよう に努めます。

島 民

・  介護予防や認知症、 高齢者虐待防止について正し い知識の理解に努め実践し

ます。

・ 町村が実施する様々な事業に率先し て参加し ます。

・ 　 介護予防活動を推進し ます。

保健所
・  町村の介護保険事業計画及び高齢者福祉計画の策定に協力し ます。

・ 町村の高齢者虐待防止ネッ ト ワーク の構築や事例検討への参加・ 協力し ます。
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介護予防M ・ Ｍ・ Gの普及を目指し て（ 三宅村）

　 三宅村では介護予防事業と し てM（ も っ

と ）・ M （ も っ と ）・ G（ 元気！） M IYAKE

教室を 実施し ていま す。 M ・ M ・ Gには、

ほかにも 「 も っ と も っ と 元気！」・「 ま す

ま す元気！」・「 ま だ ま だ元気！」 …な ど

島民の皆さ んが今よ り さ ら に元気に過ご

し ていただき たいと いう 様々な願いが込

めら れています。

　 こ れまで年間を通し て体力測定や体操講座などを集合形式で実施し たほか、 各地

区老人ク ラ ブを 訪問する形式等、 試行錯誤し ながら 進めています。

　 開催後のアンケート では「 一人ではなかなか続かないが皆と 一緒だと やる気にな

る」「 こ れから も 意識し て体を動かそう と 思います」「 自分で出来るこ と はやっ てい

き ます」 など前向き な意見があり まし た。

　 今後も 車の運転が難し く なり 、家に閉じ こ も り がちな高齢者が増える見込みの中、

フ レイ ル予防など介護予防が図るこ と ができ る場所を 作っ ていければと、 日ごろ か

ら 見守り を 行っ ている地域包括支援センタ ーを 中心に令和６ 年度から のスタ ート に

向けて準備を進めています。

M （ も っ と ）・ M （ も っ と ）・ G（ 元気！） M IYAKE
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知っ て・ 備えて・ 笑っ て　 イ キイ キ脳への取組（ 八丈町）

　 八丈町では毎年９ 月を アルツハイ マー月間と し て認知症の普及啓発を 行っ ていま

す。 毎年テーマを 決めてポスタ ーなどを 掲示し 、 たく さ んの方に認知症と いう 病気

を 知っ ても ら い、 いく つになっ ても 認知症になっ ても 八丈町で暮ら し 続けら れる町

づく り に取り 組んでいます。 令和５ 年は『 も し も 』 を テーマに、「 認知症になっ た

ら 、 認知症かも し れない」 と いう 本人が感じ ている 不安や葛藤、「 どう 接し たら い

いだろ う 、 どこ に相談すればいいの」 と いう 家族の悩みや不安、 こ れから 起こ るか

も 知れない万が一に備える アド バン ス・ ケア・ プラ ン ニン グ（ ACP） について掲

示し まし た。

　 また「 いつまでも イ キイ キ脳」 を目指すべく 、 脳の健康カ フ ェ を開催。 あたまを

活性化さ せるエク ササイ ズで参加者は楽し く 笑顔で身体を 動かし ています。「 複雑

な体操も あるし 、 頭が混乱するし 、 こ んな動き 出来ないよ」 と 言いながら 、 それが

楽し いと 笑い合える仲間がいるこ と も 健康の秘訣かも し れません。

　 そし ていつまでも 健康に暮ら すために

は、 身体の健康診断を 受ける よ う に自分

の脳のパフ ォ ーマン ス（ 健康度） にも 意

識を 向ける こ と が大切です。 八丈町では

「 タ ッ チ de 脳の健康チェ ッ ク 」 を開催し 、

自分の脳のパフ ォ ーマン スを 知る こ と か

ら 始める 介護予防（ 認知症） にも 取り 組

んでいます。
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４ 　 障害者保健福祉対策

【 現状と 課題】

　 平成29年、 国は「 地域生活中心」 と いう 理念を 基軸と し ながら 、 精神障害者が、 地域の

一員と し て、 安心し て自分ら し い暮ら し ができ るよ う 、「 精神障害にも 対応し た地域包括ケ

アシステム」 の構築を 目指すこ と を 新たな理念と し て示し 、「 精神障害にも 対応し た地域包

括ケアシステムの構築に係る検討会」 の報告書において、 同システムの構築については、 市

町村などの基礎自治体を基盤と し て進めるこ と 等について盛り 込まれまし た。

　 令和４ 年、 障害者の日常生活及び社会生活を 総合的に支援するための法律等の一部を 改正

する法律が成立し 、 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（ 精神保健福祉法） について

も 一部改正さ れまし た。 精神保健の支援対象者が精神障害者のほか精神保健に課題を 抱える

者も 対象と なり 、 市町村が行う 精神保健に関する相談支援の対象が拡大すると も に、 都道府　

県は市町村への援助を 行う よう 努めなければなら ないこ と が明確化さ れまし た。

　 こ のよう に、 障害者に関する様々な制度の改正等を 通じ て、 障害者の地域生活を支える仕

組みの構築や障害福祉サービス等の充実が図ら れてき ていますが、 新型コ ロナウイ ルス感染

症を 経験し 、 障害者等の生命を 守り 、 安全・ 安心な日常生活及び社会生活を 支えるため、 障

害者、 家族、 支援者等を支える施策の一層の充実を 図ると と も に、 都民一人一人が障害及び

障害者への理解を 深め互いに支え合う 社会の実現が求めら れています。 東京都は、 障害者を

取り 巻く 環境変化及び社会状況に対応し 障害者施策の一層の充実に取り 組むため、 令和６ 年

度から 令和８ 年度までを計画期間と する「 東京都障害者・ 障害児施策推進計画」 を策定し ま

し た。（「 東京都障害者・ 障害児施策推進計画」 より 抜粋）

　 障害者が地域で安心し て自立し た生活を 送るためには、 地域居住の場であるグループホー

ムや日中活動の場である通所施設などの地域生活基盤の一層の整備促進と と も に、 就労支援

や障害者の理解の促進に向けた取組が必要です。

　 島し ょ 圏域においては、 医療依存度の高い障害者は島内での療養生活は難し い状況です。

また、 福祉サービスは、 どの町村においても 十分と はいえません。

　 し かし 、 本土の医療機関から 一時帰島さ れた場合や、 その他必要に応じ て、 地域の支援関

係者ら が在宅療養の継続や今後の方向性を 当事者含め検討する場を設け、 また、 個別支援を

通し たネッ ト ワーク を 活用し ながら、 保健・ 医療・ 福祉等が連携し 、 個別に対応をし ている

ケースも 多く あり ます。

　 引き 続き 、 支援関係者が連携し 、 地域生活移行・ 定着支援、 地域生活基盤の一層の整備、

障害や障害者への理解を深めるための取組を進めていく 必要があり ます。 市区町村において

は、 障害者等への支援体制の整備を図るため、 自立支援協議会等の協議の場の設置・ 運営が

必要ですが、 島し ょ 圏域では未設置の町村も あり ます。

◇　 精神障害者への支援

　 島し ょ 圏域には、 精神病床がなく 、 精神科医が定期的に来島し 診療を し ています。 治療中

断等により 急激な病状変化や緊急入院になら ないよう 、 日頃から 、 関係機関が連携し 、 相談

事業、 社会復帰促進事業、 就労支援、 福祉サービスの充実等により 地域生活を支えるための
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支援が重要です。

　 精神症状が急激に悪化し た場合、 専門の医療機関に受診するこ と が必要ですが、 受診・ 入

院の必要性を 本人が理解でき ない場合には、島内の一般診療科の受診も 容易ではあり ません。

本土の専門病院への受診についても、 公共交通機関がタ イ ムリ ーには利用でき ず、 民間救急

事業者等も ないこ と から、 時機を逸するこ と なく 必要な医療を受けるためには、 搬送手段の

確保が大き な課題です。

　 こ のため、 保健所、 医療機関、 警察、 町村、 支庁等の島内の関係機関が、 搬送等に関する

情報共有等を 目的と し た会議を 毎年、 継続的に行っ ていく こ と が重要であり 、 現在４ 町村に

おいて開催し ています。

　 精神保健に課題を抱える住民への相談支援体制においては、 福祉、 母子保健、 介護等複合

的なニーズへの相談対応について各担当部署と 連携し た体制整備が必要です。

◇　 障害児への支援

　 障害児及びその保護者が身近な地域で安心し て生活し てく ためには、 ラ イ フ ステージに応

じ た切れ目のない支援と 保健、 医療、 福祉、 保育、 教育、 就労支援等が連携し た地域支援体

制の構築を図り 、 個々の障害児やその家族の状況に応じ て、 気づき の段階から き め細かく 対

応する必要があり ます。

　 島し ょ 圏域では、 島内において、 成長段階に応じ た専門医療へのアク セスが困難であるた

め、 夏休み等の長期休暇を活用し 、 本土の医療機関へ受診するこ と になり ますが、 予約が取

れず受診でき ない場合も あり ます。 療育相談事業等で専門の医師が来島するこ と も あり ます

が、 期間や頻度が十分ではなく 、 島内での専門医療の導入に期待が寄せら れています。 新型

コ ロナウイ ルス感染症の流行を 機にオンラ イ ンによる取組が行われており、 今後の活用や事

業の広がり が期待でき ます。

　 また、 児童発達支援センタ ーは地域における障害児支援の中核的施設と し ての役割を 担う

こ と が求めら れていますが、 島し ょ 圏域の各町村においては、 まだ設置はさ れていません。

今後、 障害児支援の中核的な役割を 担える体制について検討をし ていく 必要があり ます。

【 施策展開の基本方針】

○　 各関係機関が連携し 、 障害者等が地域で安心し て暮ら せる環境づく り を進めます。

○　 障害についての理解を深めるため、 普及啓発を 実施し ます。

○　 精神障害者の退院後の地域生活移行を 促進し ます。

【 今後の取組】

１ 　 地域生活基盤の整備

２ 　 各関係機関の連携

３ 　 就労支援の推進 

４ 　 療育支援体制の整備

５ 　 障害に関する普及啓発の実施
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指標名 現 状 目標値

障害者の支援に関する関係者

会議の開催

29回の開催

（ 令和５ 年度島し ょ 圏域全体）
関係者会議開催数の増加

〈 関係機関等の取組〉

町 村

・  福祉、 母子保健、 介護等複合的なニーズへの相談対応について各担当部署と

連携し た対応を 行います。

・ 障害者地域自立支援協議会の設置・ 運営を 行います。

・ 地域の実情に応じ た福祉サービスを 充実さ せます。

・ 障害への理解を 深めるための普及啓発を 行います。

学 校

・ 障害児が安心し て学校生活を 送れるよう に支援を 行います。

・ 障害についての教育を 行います。

・ 教育と 保育等と の連携を強化し ます。

医療機関
・ 関係機関と 連携し 、 適切な医療を 提供し ます。

・ 地域生活移行への支援を行います。

事業者
・  障害者への理解を 深め、 障害者雇用を 取り 入れる など障害者が地域で自立し

安心し て暮ら せる地域づく り に協力し ます。

島 民
・  障害についての正し い知識の理解に努め、 障害者が地域で自立し 安心し て暮

ら せる地域づく り に協力し ます。

保健所

・ 町村や関係機関と 連携し て相談支援を充実さ せます。

・ 各種の巡回相談事業を 充実さ せます。

・  精神疾患患者の急激な病状悪化時の専門医療機関への搬送等について関係部

署と 情報共有・ 検討を 行います。

・ 相談支援を担う 人材への研修等を 実施し ます。

【 指標】
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５ 　 難病対策

【 現状と 課題】

　 難病と は、 原因不明で治療法未確立の希少な疾病であり 、 長期の療養を 必要と するも ので

す。 平成25年４ 月から は、「 障害者の日常生活及び社会生活を 総合的に支援するための法律」

により 、障害者の定義に新たに難病等が含まれ、福祉サービスの一元化が図ら れると と も に、

障害福祉サービスの対象と なる難病等の範囲も 拡大し まし た。

　 各町村においては、 医療費助成申請の業務や障害福祉サービスの提供を行っ ています。

　 島し ょ 保健所の各出張所・ 支所では、 保健師による訪問相談指導のほか、 専門医・ 理学療

法士等によ る島し ょ 専門医等相談指導（ 通称「 難病専門医巡回相談」） を 年１ 回実施し 、 在

宅療養支援を 行っ ています。

　 し かし 、 難病は希少な疾病であるがゆえに、 特に島し ょ 圏域では専門医の診察を 受けるこ

と が難し く 、 町村の地域支援包括支援センタ ー等の関係部署においても 支援実績が乏し いの

が現状です。 また、 在宅医療を 担う 診療所や訪問看護、 リ ハビリ テーショ ンや福祉サービス

を担う こ と のでき る社会資源や専門職等の人材も 不足し ており、 在宅難病患者や介護者（ 家

族） が安心し て在宅療養を継続するこ と が困難です。 こ のため、 神経難病など医療依存度の

高い在宅難病患者は、 島内での療養生活をあき ら めざるを 得ない状況があり ます。

　 医療や福祉資源の少ない島し ょ 圏域においては、 難病医療を受けるための支援や地域の支

援者と 連携し た災害時も 含めた在宅療養支援体制の整備が一層必要です。

〈 特殊疾病認定患者数推移〉

合 

計

大
島
町

利
島
村

新
島
村

神
津
島
村

三
宅
村

御
蔵
島
村

八
丈
町

青
ヶ
島
村

小
笠
原
村

令和元年度 215 68 0 21 16 30 1 67 1 11

令和２ 年度 252 87 1 24 21 28 1 77 1 12

令和３ 年度 227 76 1 25 20 22 1 69 1 12

令和４ 年度 235 76 2 22 20 23 1 76 1 14

資料：「 福祉・ 衛生統計年報」（ 各年度３ 月31日現在）

　 　 　 東京都福祉局総務部総務課、 東京都保健医療局総務部総務課

【 施策展開の基本方針】

○ 　 在宅で療養生活を 送る難病患者が、 安心し て島内で療養でき るよ う 、 難病に関する 知

識の普及を 図ると と も に、 島し ょ 専門医等相談指導を引き 続き 実施し ます。

○ 　 島内の実情に応じ た在宅療養体制を 構築するため、 町村や支援関係者と の連携の場を

確保し ます。

○　 難病患者及び家族への支援に関わる人材の育成に努めます。

（ 単位： 人）
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【 今後の取組】

１ 　 在宅療養支援の充実

２ 　 支援関係者のネッ ト ワーク の充実

３ 　 支援関係者の人材

〈 関係機関等の取組〉

町 村

・ 難病や人工透析を 必要と する 腎不全等の医療費助成などの申請受理を 通じ て

相談を 行います。

・ 障害福祉サービス等の提供を 行います。

事業者

医療機関

・ 難病患者の在宅療養生活を 支える ため、 医療・ 福祉等の関係機関は連携し て

サービスを提供し ます。

島 民 ・ 難病患者が島内で安心し て暮ら せるために、 難病に関する理解を深めます。

保健所

・ 難病患者の個別支援のほか、 講演会等による普及啓発を 行います。

・ 島し ょ 専門医等相談指導や東京都難病相談・ 支援センタ ー等を 活用し 、 患者・

家族の相談や地域の医療・ 福祉関係者等に難病に関する 最新の知識や在宅療

養支援に関する情報提供を 行います。

・ 島内の医師を 含めた保健医療福祉関係者の連携の機会を 確保し 、 ネッ ト ワー

ク を強化するために、 難病療養支援のための関係者連絡会を 開催し ます。
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６ 　 歯科保健医療対策

【 現状と 課題】

　 島民がいつまでも おいし く 食べ、笑顔で人生を過ごすこ と ができ るこ と を 目指し て、島民、

かかり つけ歯科医、 保育所、 学校、 町村、 保険者、 事業者、 保健所等が協力し て歯科保健意

識の向上を図り 、 ラ イ フ ステージに応じ たセルフ ケア・ 予防管理を 推進し ていく こ と が必要

です。

（ １ ）　 ラ イ フ ステージに応じ た歯と 口の健康づく り

乳幼児期（ ０ 歳～５ 歳）

　 全町村で、 乳幼児を 対象と し た歯科健診、 健康教育、 保育所における歯科健診等を 実施し

ているほか、多く の保育所で歯磨き 指導を行っ ています。 乳幼児期において、むし 歯（ う 蝕）

のない子供の割合は増加傾向ですが、 引き 続き、 むし 歯（ う 蝕） の予防を 徹底し ていく 必要

があり ます。 また、 多数のむし 歯（ う 蝕） がある場合は、 育児環境に問題があるこ と も 考え

ら れるこ と から 、 児童虐待やネグレク ト などの視点を持ちながら、 指導・ 支援をし ていく 必

要があり ます。

学齢期（ ６ 歳～ 17歳）

　 学校における健康教育やフ ッ 化物洗口の取組を行っ ている町村も あり ます。 し かし 、 生え

始めの永久歯はむし 歯（ う 蝕） になり やすく 、 永久歯と 乳歯が混在する混合歯列期は、 歯並

びも 一時的に悪く なるため、 清掃が難し く なり 、 歯肉に炎症が起こ り やすく なり ます。 その

ため、 口腔ケアの必要性が高い時期と いえます。

成人期（ 18歳～ 64歳）

　 多く の町村において成人を対象と する歯科健診を 実施し ていますが、 歯周病を有する者の

割合は、 年齢と と も に増加する傾向があるため、 歯科健診を実施する町村の更なる増加と 受

診率の向上が望まれます。 また、「 歯周病が全身の健康と 深い関わり がある こ と 」 及び「 セ

ルフ ケア・ 予防管理の重要性」 について普及啓発を 行っ ていく 必要があり ます。

高齢期（ 65歳以上）

　 高齢期には、 様々な原因により 唾液の分泌が減少し 、 歯肉が退縮するため、 歯の根のむし

歯（ 根面う 蝕） や歯周病のリ スク が高く なり ます。 また、 加齢や脳卒中等の疾患に起因する

味覚障害や嚥下障害などにより 、口腔機能が低下すると 、むせや咳、誤嚥が起こ り やすく なり 、

誤嚥性肺炎のリ スク が増し ます。 そのため、 口腔機能の維持・ 向上に向けた取組や、 適切な

栄養摂取によるフ レイ ルの予防等について啓発し ていく こ と が必要です。 加えて、 糖尿病な

ど何ら かの疾患を 持っ ているこ と も 多いため、 医科と 連携し て支えていく こ と も 大切です。

（ ２ ）　 かかり つけ歯科医

　 全町村で歯科診療が行われていますが、 歯科医師が常駐し ていない島も あり ます。 島内で

かかり つけ歯科医を持つこ と が難し いため、 むし 歯（ う 蝕） や歯周病の予防を 心がけると と

も に、 早期発見・ 早期治療ができ るよう な環境づく り が必要です。

63



第２ 部

第
２
部

　
第
１
章

第２ 部 各 論

（ ３ ）　 障害者歯科保健医療

　 家族や介護者、 施設職員等に対し て、「 口腔ケアや歯科受診の重要性」 について啓発し て

いく 必要があり ます。

（ ４ ）　 在宅歯科医療体制

　 島し ょ 保健医療圏で、 在宅医療サービ スを し ている 歯科診療所の割合は50.0 ％であり 、

前回より も 増加し ています。

（ ５ ）　 健康危機（ 大規模災害等） に対応し た歯科保健医療対策

　 管内町村の取組状況を把握し て、 地域の実情にあわせた対策を行う 必要があり ます。

【 施策展開の基本方針】

○　 ラ イ フ ステージに応じ た歯と 口の健康づく り を 推進し ます。

○　 かかり つけ歯科医での予防管理の定着、 医科歯科連携を 推進し ます。

○　 地域で支える障害者歯科保健医療を推進し ます。

○　 在宅療養者のQOLを 支える在宅歯科医療体制を推進し ます。

○　 健康危機（ 大規模災害等） に対応し た歯科保健医療対策を 推進し ます。

【 今後の取組】

１ 　 乳幼児期（ ０ 歳～５ 歳） ： う 蝕の予防・ 口腔機能の獲得

　 　 学齢期　（ ６ 歳～ 17歳）  ： う 蝕・ 歯肉炎の予防

　 　 成人期　（ 18歳～ 64歳） ： 歯周病の予防

　 　 高齢期　（ 65歳以上）   ： 口腔機能の維持・ 向上

　 　 それぞれのラ イ フ ステージに応じ て歯と 口の健康づく り を推進し ます。

〈 むし 歯（ う 蝕） のない者の割合（ 12歳）〉

74 .8 7 1 .9 72 .6
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（ ％）

81 .881 .8 80 .0 80 .0

25 .0

64 .3
69 .6

0 .0

資料： 令和４ 年度東京都の学校保健統計書　（ 東京都教育庁）　
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２  　 かかり つけ歯科医で、 定期的な歯科健診や予防処置を 行う と と も に、 医科と の連携を

推進し ます。

３  　 町村が中心と なっ て、 障害者施設における歯科健診の機会を 確保すると と も に、 地域

の実情に応じ た連携を 推進でき るよう に支援し ます。

４  　 家族や介護者への「 在宅で療養し ている方の歯と 口の健康を 保つこ と の意義」 及び「 口

腔ケアの実践方法」 等について啓発を行います。

５  　 災害発生直後に不足し がちな口腔衛生用品について、 町村による対応を 促すと と も に、

住民が防災用に備蓄し ておく 必要性について啓発を 行います。 また、 島し ょ 保健所災害

対策マニュ アルを 改定し 、 歯科保健対策に関する記載を充実さ せます。

【 指標】

指標名 現 状 目標値

むし 歯（ う 蝕） のない者の割合（ 12歳） 71 .9% 増やす
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〈 関係機関等の取組〉

町 村

・  住民に最も 身近な歯科保健サービ スの提供主体と し て、 母子保健法・ 学校保

健安全法・ 健康増進法に基づく 歯科健康診査の実施や、 歯科口腔保健の推進

に関する 法律に示さ れる 歯と 口の健康づく り に関する 取組を、 地域の実情に

あわせてき め細やかに継続的に進めます。

・  歯科保健の分野と 障害福祉や高齢福祉の分野、 教育委員会等と の連携を 図り 、

有機的に取組を 進めていき ます。

・  かかり つけ歯科医を 持っ て、 定期的な歯科健診や予防処置を 受ける こ と を 啓

発し ます。

・  災害発生直後に不足し がち な口腔衛生用品の備蓄など、 災害時の歯科保健医

療体制の整備に向けた取組を 促進し ます。

保育所

学 校

・  心身の発達の段階や状況に応じ た歯と 口の健康づく り に取り 組み、 歯科保健

の生活習慣の定着やかかり つけ歯科医での予防処置等の大切さ を園児・ 児童・

生徒・ 保護者に啓発し ていき ます。

医療機関

（ 歯 科）

・  島民の歯科疾患の予防や治療に取り 組むと と も に、 地域での歯科保健の取組

に協力し ていき ます。

保険者

事業者

・  加入者や従業員に対し 、 歯と 口の健康づく り の大切さ や、 定期的な歯科健診

の重要性等について普及啓発を 進める と と も に、 加入者や従業員の健康の保

持・ 増進に努めます。

島 民

・  日常的に自ら 口腔ケアに取り 組みます。（ セルフ ケア）

・  かかり つけ歯科医を 持ち、 定期的に歯科健診や予防処置を 受けます。

　（ プロフ ェ ッ ショ ナルケア）

・ 町村、 学校、 職場の歯科健診や健康教育等を受けます。（ コ ミ ュ ニティ ケア）

保健所

・  島民の歯と 口の健康づく り を 推進する ため、 保健、 医療、 介護、 福祉、 教育

その他の関係部署と 連携を 図り つつ、 歯科保健対策を 充実さ せま す。 ま た、

町村や関係団体等と 協力し 、 必要に応じ て町村の取組を支援し ます。

・  災害時における 島し ょ 保健所活動マニュ アルを 改定し 、 被災者の避難生活に

係る歯科保健対策に関する記載を 充実さ せます。
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第２ 節　 島し ょ 医療の充実

１ 　 医療体制

【 現状と 課題】

　 東京都では、 離島振興法、 過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法、 小笠原諸島

復興開発特別措置法等により 指定さ れた地域を、 医療の確保が必要なへき 地と し て位置づけ

ており 、 島し ょ 圏域が該当し ています。

　 島し ょ 圏域にある病院は、 八丈町の国民健康保険町立八丈病院1施設であり 、 病床数は54

床です。 診療所の病床数を 合わせ、 島し ょ 圏域の全病床数は118床です。

　 東京都では、 国の第９ 次へき 地保健医療計画に基づき 、 平成17年度から 「 東京都へき 地

医療支援機構」 を 設置し 、「 医療従事者確保支援」「 診療支援」「 医療提供体制整備支援」 等

により 、 島し ょ 医療への支援を 実施し ています。

（ １ ）　 医療従事者の確保

　 島し ょ 町村に勤務する常勤医師の突発的な欠員等にも 速やかに対応でき るよう 支援策の充

実が必要であると と も に、 看護師等医療従事者の定着を 促進するため、 休暇の際の代替職員

町村名 施設名称 病床数 医師数

大島町 大島医療センタ ー 19 6

利島村 国民健康保険診療所 － 1

新島村

国民健康保険本村診療所 8 3

国民健康保険若郷診療所（ 出張） － －

国民健康保険式根島診療所 2 1

神津島村 国民健康保険直営診療所 6 2

三宅村 国民健康保険直営中央診療所 12 3

御蔵島村 国民健康保険直営御蔵島診療所 2 1

八丈町 国民健康保険町立八丈病院 54 7

青ヶ 島村 国民健康保険青ヶ 島診療所 2 1

小笠原村
小笠原村診療所 9 3

小笠原村母島診療所 4 1

合 計 118 29

資料： 令和６ 年４ 月１ 日現在

〈 島し ょ 圏域の町村立医療機関一覧〉
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の確保やキャ リ ア形成に関する支援が必要です。

　 また、 島し ょ 医療に興味を持つ医療従事者を増やすため、 島し ょ 医療に関する普及啓発を

推進し ていく 必要があり ます。

（ ２ ）　 診療支援

　 島し ょ 圏域の医療機関で対応でき ない患者が発生し た場合には、 島し ょ 町村長の要請に基

づき 、 東京消防庁及び海上自衛隊のヘリ コ プタ ー等により 、 へき 地医療拠点病院で島し ょ 医

療の基幹病院である 東京都立広尾病院を 中心と し て 、 都立病院やその他の高度医療機関に

365日24時間搬送する体制を 整備し ています。 令和5年度から 、 搬送を 要請し た島し ょ 圏域

の医療機関と 収容先医療機関、 添乗医師等の関係者間で、 患者の病状等の情報をより 円滑に

共有でき るデジタ ルツールを導入し 、 搬送体制を強化し ています。

　 こ のほか、 東京都立広尾病院と 島し ょ の診療所等と の間に画像伝送装置を設置し、 専用回

線を 通じ て単純エッ ク ス線、 CT、 内視鏡等の医療用画像を 送受信する こ と により 、 へき 地

にいながら にし て専門医師の助言を 受けら れるシステムを構築し ています。 こ のよう に、 島

し ょ 圏域での診療には、 専門医療や高度医療が必要と なっ た時の支援や取組が必要です。

　 また、 へき 地医療機関に勤務する医師は、 １ 人又は少人数で地域医療を 支えており 、 出張

や研修の受講、 休暇の取得などのためには、 代替の医師の確保が必要です。

　 一方で、 患者ニーズの専門化・ 多様化により 、 島の医療体制では対応でき ない専門診療の

取組をさ ら に推進し ていく 必要があり ます。

（ ３ ）　 医療提供体制の整備支援

　 へき 地町村の財政力は脆弱なため、 島し ょ 町村における医療機関の施設及び医療機器等の

老朽化に対応するこ と が困難です。 こ のため、島し ょ 町村が行う 施設等の整備事業について、

引き 続き 支援し ていく 必要があり ます。 また、 人件費を含む医療機関における運営費につい

ても 引き 続き 支援し ていく 必要があり ます。

（ ４ ） 本土医療機関から の円滑な退院（ 帰島） 支援

　 島し ょ における医療・ 介護資源は、島により 様々な状況のため、本土で治療を 行っ た島し ょ

地域の患者が、 住み慣れた島での生活に円滑に移行するこ と ができ るよう 、 島の実情に応じ

た切れ目のない支援を 行う 必要があり ます。

（ ５ ） 災害時の医療提供体制

　 島し ょ 圏域では、 豪雨・ 地震・ 津波・ 噴火等の自然災害のリ スク を 抱えています。

　 大規模災害発生時は、限ら れた医療従事者による多く の傷病者への対応が必要と なるほか、

本土から の物資の供給が滞るこ と も 想定さ れるため、 島し ょ 圏域の医療機関の対応力を 強化

する必要があり ます。

　 令和２ 年に、 医療機関の稼働状況や被災状況など災害医療に関する情報収集のため、 広域

災害救急医療情報システム（ EM IS） の対象医療機関に公立のへき 地診療所を 追加し 、 災害
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時の情報連絡体制を 確保し まし た。

　 また、 都が令和６ 年３ 月に改定し た「 災害時医療救護活動ガイ ド ラ イ ン」 において、 東京

都災害医療コ ーディ ネータ ーは、島し ょ 保健所のサポート のも と 、島し ょ 圏域の状況を把握し 、

都に対し て医学的助言を 行う こ と と さ れまし た。 今後は、 関係機関と 連携し 、 島し ょ 保健所

が東京都災害医療コ ーディ ネータ ーをサポート し ていく 体制を整えていく 必要があり ます。

（ ６ ） 新興感染症発生・ 感染拡大時の状況

　 新型コ ロナウイ ルス感染症の感染拡大時には、 島し ょ 圏域の実情に応じ た医療提供体制の

確保や感染拡大予防等、 島し ょ 町村と 連携し て様々な対応に取り 組んでき まし た。 今後は、

新型コ ロナウイ ルス感染症対応の経験を 踏まえて、 島し ょ 圏域における新興感染症等への対

策を充実さ せる必要があり ます。

　

【 施策展開の基本方針】

○　 島し ょ 町村に勤務する医師をはじ めと する医療従事者の安定的な確保に努めます。

○ 　 島し ょ 町村に勤務する医師の診療活動を 支援し 、 島し ょ 圏域における医療の充実を 図

り ます。

○　 診療施設・ 設備等の診療基盤を 整備し 、 島し ょ 圏域における医療の充実を 図り ます。

○ 　 本土で治療を 行っ た島し ょ 圏域の患者が住み慣れた島での生活に円滑に移行でき る よ

う 具体的な検討を 進めます。

○　 島し ょ 圏域における災害時の対応力向上を図り ます。

○ 　 新型コ ロ ナウイ ルス感染症対応の経験を 踏まえて、 島し ょ 圏域における新興感染症発

生時の対応力向上を図り ます。

【 今後の取組】

１ 　 医療従事者の安定的な確保

２ 　 島し ょ 勤務医師の診療支援

３ 　 医療提供体制整備

４ 　 切れ目のない多職種連携の推進

５ 　 災害時における医療提供体制の整備

６ 　 新興感染症等発生・ まん延時における島し ょ 圏域の医療提供体制等の確保
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〈 関係機関等の取組〉

町 村

・  保健医療従事者の安定的な確保について検討を し ていき ます。

・  補助事業を活用し 、 専門医療の充実や、 施設・ 設備等の整備を 推進し ます。

・  島し ょ 保健医療に関する情報を発信し ていき ます。

・  医療・ 介護の多職種間における情報共有や連携を 図り ます。

・  島し ょ の医療・ 介護資源の状況に応じ た退院支援について検討し ます。

・  災害時の医療体制について関係機関と と も に検討を進めます。

・  新興感染症等発生・ ま ん延時における 島内の医療提供体制の確保について、

関係機関と 連携し 、 検討し ます。

東京都

・  島し ょ 町村の医療従事者の確保・ 定着のための取組や島し ょ 医療の普及・ 啓

発活動を 支援し ます。

・  救急患者の本土への搬送、 画像伝送システムの充実及び代診医師の派遣など 、

島し ょ 町村の医療機関に勤務する医師の医療活動等を 支援し ます。

・  島し ょ 町村が行う 医療機器の購入に要する経費等を引き 続き 補助し ます。

・  本土の医療機関と 島し ょ 圏域の関係者の間でデジタ ル技術を 活用し て行う 退

院支援カ ン フ ァ レ ン ス等を 支援する こ と によ り 、 保健・ 医療・ 福祉の連携を

促進し ます。

・  災害時医療救護活動ガイ ド ラ イ ン に基づき、 本土の医療機関や島し ょ 保健所

等関係機関と も 連携し た災害発生時の対応訓練を 行う と と も に、 島し ょ 町村

で構築し ている 災害時の情報連絡系統や緊急医療救護所の設置等が円滑に機

能する よ う 検証し 、 災害時にも 医療機能が継続でき る よ う 町村と 協力し て検

討し ていき ます。

・  新興感染症等発生・ まん延時に島内での医療を 継続でき る 体制や感染症に対

応し た患者搬送体制等の充実について検討し ます。

保健所

・  島し ょ 医療提供体制等の課題について、 局内関係部署と 連携し 、 検討し ます。

・  総合防災訓練の機会を 通じ て、 東京都災害医療コ ーディ ネータ ーへのサポー

ト について、 局内関係部署と 連携し 、 検討を進めます。

・  新興感染症等発生・ まん延時における 島し ょ 圏域の医療提供体制の確保につ

いて、 関係機関と 連携し 、 検討し ます。
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２ 　 保健医療を 担う 人材育成

【 現状と 課題】

　 保健医療に関するニーズの多様化などに対応し、 安定し たサービスを提供し ていく ために

は、 保健医療に従事する さ まざまな専門職種の確保や資質の向上を 図っ ていく 必要があり

ます。

　 し かし 、 島し ょ 圏域では、 地理的条件等により 専門職種の確保が難し く 、 また、 確保後の

定着も 依然と し て課題と なっ ています。 専門職の職種や人員が限ら れ、 １ 人又は少数職場で

従事する環境と なっ ています。 そのため、 担当する範囲が広く 、 困難事例にも 対応でき るス

キルが求めら れる 一方で、 少数職場では、 研鑚の機会を 確保する こ と も 難し い状況があり

ます。

　 こ のよう な中、 各町村では、 専門職を含む職員の人材育成計画を 策定し ている町村や、 本

土での研修受講を 積極的に促し ている町村、 ベテラ ンの専門職を 雇用し 人材育成も 視野に入

れながら 事業を遂行し ている町村も あり ます。 職場以外の同職種及び他職種と の情報交換・

相互研鑚する機会も 見ら れています。 また、 本土で行われる研修等へは、 容易に参加ができ

る状況にはあり ませんが、 W eb配信の研修等も 増え参加機会は増えています。

　 今後については、 島し ょ 圏域の保健医療従事者は、 本土から の転入者も 多く 、 島の生活に

慣れるこ と から 始まるため、 町村や事業者等は、 住宅の確保や生活支援、 島内の関係者と の

顔の見える関係づく り の支援等、 き め細やかに配慮し ていく こ と も 重要です。

　 また、 保健医療従事者の資質の向上を 図るには、 各職場等において人材育成に関する方針

等を 定め、 OJTを 充実さ せる こ と や、 島内での研修の開催及び受講、 また、 本土開催の研

修にはリ モート による受講や会議参加など研鑽の機会を 増やし ていく 必要があり ます。

　 保健所では、 町村保健師を 対象と し た「 東京都島し ょ 町村保健師スキルア ッ プ の手引

き 」 注１ の活用や、 保健所と 町村の保健師合同連絡会によ り 最新情報の提供や研修会の開催

等スキルアッ プの支援を 行っ ています。 また、 島し ょ 地域保健活動サポータ ー注２ を 現地に

派遣し て事例検討会の開催や事業評価支援など、 各町村保健師の実状に合っ た人材育成の支

援を 行っ ています。

　 また、 町村栄養士及び栄養業務担当者と の連絡会を 実施し 情報共有を行う と と も に、 最新

の知見に関する 講演会を 実施し 、 町村栄養業務担当者の資質の向上が図ら れる よ う 支援を

行っ ています。

　 更に、 新型コ ロナウイ ルス感染症の対応を 踏まえ、 新興感染症の拡大状況や自然災害など

の健康危機状況に対応するための備えと し て、 地域ぐ るみの健康危機への対応力強化を けん

引する人材を 育成する必要があり ます。

注１ 　 課題別地域保健医療推進プラ ン「 島し ょ 町村保健師スキルアッ プ支援事業～島の活力を 引き 出す、 つなぐ

担い手の育成を目指し て～」 平成28年度～平成30年度（ 島し ょ 保健所）

注２ 　 島し ょ 地域への勤務経験がある 保健師を現地に派遣し 、 島し ょ 保健所保健師と と も に重層的に島し ょ 町村

保健師の人材育成を支援し ている
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【 施策展開の基本方針】

○ 　 島し ょ 圏域での専門職の仕事や島での生活魅力などについてホームページ等で島外に

積極的に情報を 発信するなど人材確保に努めます。

○ 　 保健医療に従事する専門職が働き やすい職場環境や住環境の整備を すると と も に、 研

修受講機会等の拡充を図り 、 人材の定着に努めます。

○ 　 保健医療に従事する専門職が、 相互に連携し つつ、 研鑽の機会を柔軟に活用し ながら、

資質の向上を目指し ます。

【 今後の取組】

１ 　 島し ょ 地域における専門職業務の紹介や人員募集における広報等の工夫

２ 　 専門職の職場環境や住宅環境、 研修受講環境等の整備

３ 　 専門職のスキルアッ プに繋がる研修会の開催など研鑽の機会の拡充

〈 関係機関等の取組〉

町 村

・  専門職と し ての仕事内容や島の生活の魅力を 発信する など、 人材確保のため

の情報発信内容を充実さ せます。

・  専門職が働き やすい職場環境及び住宅環境の整備や本土から の転入者への生

活支援等に努めます。

・  役場における専門職の仕事や役割について職員の理解を 深めます。

・  人材育成について関係者と と も に継続的に検討し 、 OJTの充実、 研修受講機

会を増やし ます。

医療機関

事業者

・  専門職種が専門領域の最新情報を 習得し やすい環境づく り などスキルアッ プ

を 図れるよう 支援し ます。

島 民
・  島外から の転入者を 地域の一員と し て迎え、 良好なコ ミ ュ ニケーショ ン を 図

り ます。

保健所

・  各連絡会、 研修会等を 通じ て、 国や都の施策の動向や、 最新の知見の情報提

供に努め、 様々な職種がその専門性を高めら れるよう に支援し ます。

・  島し ょ 地域保健活動サポータ ーの現地派遣等によ る 町村保健師を 対象と し た

研修、事例検討会等を 実施し 、町村の実情に合っ たスキルアッ プを 支援し ます。

・ 健康危機管理（ 感染症） に必要な研修会、 訓練等を実施し ます。
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３ 　 医療安全対策

【 現状と 課題】

　 島民が安心し てより 良い医療サービスを 受けら れるよう にするためには、 医療機関自ら の

質の向上と と も に、 受診する島民が十分な医療情報を得て医療機関と の信頼関係を 確保する

こ と が必要です。

　 島し ょ 保健所各出張所では、 東京都保健医療局医療政策部（ 以下「 医療政策部」 と いう 。）

と 連携し 、 各島の診療所に対し て定期的な立入検査・ 指導を行い、 医療事故防止や院内感染

対策等の医療安全の確保に努めています。 島し ょ 圏域で唯一の病院である町立八丈病院に対

し ては、 医療政策部により 立入検査・ 指導が行われています。

　 各医療機関では、 医療安全体制に関する手引き やマニュ アル、 自主管理チェ ッ ク リ スト に

基づき 医療安全管理体制や院内感染予防体制を 整備するなど、 医療サービスの質の向上や医

療安全対策に取り 組んでいます。

　 近年は抗菌薬の不適切な使用を背景と し て、 薬剤耐性菌が増加し 、 院内感染のリ スク が高

まっ ており 、「 院内感染対策のための自主管理チェ ッ ク リ スト 」 を 基にさ ら なる院内感染対

策の充実が求めら れています。

　 町村によっ ては、 院外処方が普及し ていますが、 薬局においても 、 調剤過誤等が起こ ら な

いよう 正確な調剤を行い、 医薬品の服用方法等について十分に説明するこ と が必要です。 島

し ょ 保健所は、東京都保健医療局健康安全部と 連携し 、薬局等に対し て立入検査・ 指導を 行っ

ています。

　 また、 医療が専門化・ 細分化・ 高度化する中で、 島民は島外の医療機関を利用する機会も

多いため、 島民が安心し てより 良い医療サービスが受けら れるよう 島外医療機関の適切な情

報の提供が必要です。 東京都の医療機関案内サービ ス「 ひまわり 」 では電話・ フ ァ ク シミ

リ で都内の医療機関案内を 行っ ています。 パソ コ ンやスマート フ ォ ンによるW EBサイ ト は、

令和６ 年４ 月１ 日より 厚生労働省による 全国の医療情報ネッ ト （ ナビイ ） に移行し まし た。

こ う し たサービスを島民が十分に活用し 、 必要な医療情報を得るこ と や、 医療機関に対する

疑問等を 気軽に相談でき るよ う にするこ と が大切です。 医療への信頼を 確保するためには、

こ う し た対策をより 一層推進する必要があり ます。

【 施策展開の基本方針】

○　 患者中心の安全・ 安心な医療サービスを提供でき る基盤づく り を 推進し ます。

【 今後の取組】

１ 　 医療機関に対し て医療安全管理の改善に必要な専門的指導を 実施

２ 　 患者の安心・ 医療の安全に役立つ情報を提供
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〈 関係機関等の取組〉

病 院

・  「 病院管理の手引き ｣、「 病院自主管理チェ ッ ク リ スト 」、「 院内感染対策のため

の自主管理チェ ッ ク リ スト 」 などに基づき、 医療の安全を 確保する ための措

置や院内感染の防止などの自主的・ 計画的な推進を図り ます。

・  医療安全体制に関する 指針やマニュ アルなどの見直し を 行う と と も に、 院内

での必要な情報を共有し ます。

・  医療に関する 安全管理のための委員会において、 医療安全に関する 情報の収

集・ 分析を 定期的に行い、 医療事故防止策の立案、 職員への周知など、 組織

的に取り 組みます。

・  研修を 計画的に実施し 、 医療の安全確保と 質の向上に向けた職員の意識と 知

識及び技術の向上を 目指し ます。

診療所

・  診療所においては、 ｢病院管理の手引き ｣ などを参照し て、 医療の安全確保の

ための措置や院内感染の防止などの自主的・ 計画的な推進を 図り ます。

・  医療安全体制に関する 指針やマニュ アルなどの見直し を 行う と と も に、 診療

所内での必要な情報の共有を 図り ます。

島 民 ・  適切な情報を 得ら れるよう に、 主体的に情報収集を行います。

保健所

・  医療機関に対し 、 定期的、 計画的な立入検査を 実施し 、 専門的な視点から 具

体的な指導を 行い、 安全確保対策の充実・ 強化を 推進し ます。

・  医療機関に対する相談・ 苦情に、 適切に対応し ます。

・  医療機関や島民に、 医療安全の推進に役立つ情報を提供し ます。
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